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1.翫 の動 き/c。,醜 丁。p司
◎ 国 際 コ ン フ ァ レ ンス ブttグ ラ ム 企 画 委 員 会 の 設 置/ProgramPlanningCommit－
tξ}ef◎rInternati〈)11alCCRference
科 学技術 政策研 究所 におけ る研 究成果 の普 及、所外 有 識者 との意 見交換 を通 じ
た研 究活動 の高度 化及 び今後 の中長 期 的研究 課題 の発掘 等を 目的 と して 、本研 究
所 にて平成元 年度 中 に国際 コンフ ァ レンスを 開催す る ことと し、同 コ ンフ ァ レ ン
スの 具体 的内容 の検討 等の たあ、「国際 コ ンフ ァ レンスプ ログラム企 画委員 会 」を
設 置 した。 第1回会合 は、3月2日に開催 し、コ ンフ ァレ ンスの テー マ、開催 時期 等
の検 討を行 った◎
?
?
◎ 外 国 人 研 究 者 の 招 聰/lnvitati◎nofForeignResearchers
2月20日よ り2月22日まで、科学 技術振 興調 整費 重点基 礎研 究 「研 究開 発投 資の 評
価 手法 に関す る研究 」の一 環 として米 国ハ ーバ ー ド大学 ケ ネデ ィス クール科 学技
術 公共政 策 プ ログラム主 任のLewisM.Branscoぬ教授 を招聰 した。
滞在 中 に、当研究所 において米 国科学 技術 政策 につ いて の講演 、ハ ーバ ー ド大学
と当研究 所の研 究協 力の打 合せ 、日本工 学 ア カデ ミー の メ ンバ ー とのRoundTable
DiSCIIssionなどを行 った。
一1・ 一一
◎ 主 要 来 訪i9-一一覧/ForeignVisitorstoNISTEP
2/3(金)Dr.Freeman(英国 サ セ ッ ク ス 大 学)
/9(木)ThomasReiss、01avHohmeyer(西独 フ ラ ウ ソ ホ ー フ ァ一-ts会ISI)
/14(火)TomOwens(前NSF東京 事 務 所 長)
/16(木)Jean-EricAubert(◎ECD科学 技 術 工 業 局)
2.研究 ノ ー ト/ResearchNote
「昭和62年度 外国技術導入の概要」
1、は じめに
本調査は、外国技術の導入実態を把握するたあ、昭和62年度分の「外国為替及び
外国貿易管理法」(外為法:昭和54年12月改正)等による技術導入契約の締結(変更)
に関する届出書等に基づき、当所においてとりまとめたものである。
2.昭和62年度外国技術導入の概要
(1)技術導入件数
件数
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図 重。技術分野別導入件数の推移
一一2-一
巳翻 その他
㎜ 日電気
悶 機械
昌 金属
認 化学
年度
新 規導 入契約 件数 は2709件であ り、前年度 に比 べ て約15%の増加 とな った。
また、これを分 野別 に見 ると電気 分野 、特 に コ ン ピュー タソ フ トウェア技 術 に
関わ る ものの件 数の 占 める割 合が 高 い ことは、図1に 見 る とお りで あ る。
一方 、指定 技術 は124◎件 あ り、前年 度 に比べ て約28%の増 加 とな った。
な お、これ について もコ ン ピュー タ関 係の技 術 が大 部分 を 占めて い る。
注)指定技術 とは産業育成、安全等の観点から、技術内容によっては国がその導入
契約を中止す るよう命令す ることができる技術分野であり、現在12分野が定め ら
れてい る。
?
?
?
?
(2)先端 技術分 野の導 入傾 向
導入技 術の 中で 、特 に先 端的 な分野 と して、半 導体 、原 子力 、航空 ・宇宙 、医薬 品、
バ イオ テ クノrsジー、電子 計算機 の6分 野 につ いて の導入 動 向 は図2に 示 す通
りであ る。
ここで も、半 導体 を含 めて、電子 計算機 関連 が増 加 率,件数共 に他 分野 に比 較
して 多 い ことが わか る。
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図2.先 端技術分野の導入傾向
　
Cト バ イ オテ ク ノロ ジ一
口…… 航 空 ・宇 宙
△ー 一 医薬 品
×… 原 子 力
e－ 半 導 体
遭一⇔電 子計 算 機
一一3-一
年度
(3)地域別及 び国 別導入 状況
① 地域別 導入状 況
昭和62年度 の新規 技術導 入契 約を地 域別 に見 ると、北 アメ リカが1668件(全
体 の61.6%)、ヨ一-mッパ が944件(同34.8%)とな って お り、これ らで全 体 の96.
4%を 占めて い る。
以下 、ア ジア68件、大洋州13件、ソ連11件、南 アメ リカ3件、ア フ リカ2件と続 い
てい る。
② 国別導 入状 況等
昭和62年度 の新規 技術 導入契 約 を相手 国別 に見 る と、米 国が1613件(全体 の
59.5%)と圧倒 的 に多 く、これ に続 いて フ ラ ンスが218件(同8.0%)、西 ドイ ツが
ig2件(同7.1%)、英 国184件(同6.8%)、イ タ リア115件(同4.2%)であ り、これ ら
の上位5ケ 国だ けで全体 の85.7%を占めて い る。
(の契約 条件 の特色
① 対価 の支払 い条 件
昭和62年度 の新 規技術 導入 契約 にお け る対 価の支 払 い条件 を見 ると、5,7%
(155件)が無償契 約で あ り、ま た、有 償契 約 は94.3%(2554件)であ った。
この うち、イニ シャル ・ペ イ メ ン トを規定 して い る契約 は 、1714件(有償契約
の67.1%)であ る。 また、 ラ ンニ ング・ロイヤル テ ィを規定 して い る契 約 は、
1591件(同62.3%)であ り、これ を「パ ーセ ン ト」料 率の もの と「その他」料 率 に分
け ると、前 者 が58.◎%、後者 が42.0%であ る。
「パ ーセ ン ト」料率 を有 す る契 約923件の 内訳 を見 る と、「2%未満 」が17.1%、
「2%以上5%未 満」が36.5%、「5%以上8%未 満」が32.1%、「8%以上 」が14.3%と
な って い る。
② クロス ライセ ンス契約
昭和62年度 の新規 技術 導入 契約 の うち、技術導 入 と同時 に技術 を輸 出す る相
互 供与 契約 で ある クロス ライセ ンス契約 が な されて い る もの は、107件(全体 の
3.9%)であ る。
技術 分野 別 に見 ると、「電気 」65件(クロス ライセ ンス契約 の60.7%)、「化学 」
16件(同15.0%)、「機械 」13件(同12.1%)の順 とな って い る。
一4一
3.来 所 講 演 概 要/SupmaryoftheLectureatNISTEP
「科学技術政策の今日的課題」 ～ 産業技術における基礎研究の役割 ～
講師:C.フ リーマン 英国サセ ックス大学名誉教授
(平成元年2月3日 、於e当 研究所会議室)
??
?
1.科学技術水準の国際比較 にっいて
・定量的指標による国際比較:定 義、集計法の違 い等困難あ り。
→ 社会の仕組み等定性的フ ァクターも考慮に入れた総合的評価が重要.
2.イ ノベ ー シ ョンの持 つ役割及 び 要因 につ いて
(1)化学産 業の技 術的e商 業 的 「強 さ」 の国 際比較
① 特 許 件 数 に よ る比 較[表1:Achilladeliseta1,1987の 論 文 よ り]
企 業 名 (国名) 1950年代 196◎年 代 197◎年代
デ ュポ ン
ダ ウケ ミカル(〃)
(米国) 4,075
2,865
6,420
5,276
3,865
3,710
バ イヤ ー
BASF
(西独)
(〃)
3,4◎2
3,686
6,045
4,93◎
6,765
5,505
ICI
チバ ガ イギー
(英国) 2,431
3,240
4,726
5,836
4,076
5,200
三 菱
住 友
(日本)
(〃)
401
361
2,0◎◎
2,446
11,455
7,660
・1970年代:日 本企業 が圧 倒的 に り一一ド → 特許件 数 の比較 だ けで は不十 分、
一5一
② イノベ ー シ ョン面 か らの比較[表2:上 記Achilladelis氏の論文 等 よ り]
項 目 殺 虫剤 メ ーカー 合 成 素材 メー カー
上位5社 の シェア 上 位5社 の シェア
(パイヤヘ チバガイギー 、 (BASF、バイヤ 、ー}{oechst、
ICI、タウケミカ広 デュポン) ICI、デ鋪 ン)
会社数比 6% 5%
特許数 シェア 19% 30%
製 品 イ ノベ ー シ ョン 31% 58%
革 新 的イ ノベ ー シ ョン 38% 60%
主要な商業的成功 35% 66%
・商業 的成功 → どれだ け革 新 的 イノベ ー シ ョンが あ った かが重 要.
(2)産業 にお け るイ ノベ ー シ ョンの要 因
① 化学産 業 にお け る革新 的 イ ノベ ー シ ョンの要 因
・革 新的 イ ノベ ー シ ョンー商業 的成功 の メカニ ズ ム:下 図 の よ うな正 の フ ィ
ー ドバ ックあ り.(代表 例:デュポン社 の 「ナイ ロ ン」、ICIの「ポ リエ チ レン」)
技術面での伝統の蓄積 ← 長期的R&D投資強化
1,ノ
鞠 的 イ ノペ ー シ ・ン生起 一・一・'蝶 イ メー ジの向上i
＼1
優秀 な科学 者 の集積
→1)製 品 ・プ ロセ スイ ノベ ー シ ョンの強力 なマ ネ ジメ ン ト体制 の確 立
2)技 術 面で の伝統 の蓄積
3)イ ノベ ー シ ョンを支 え るイ ンフラス トラ クチ ャー、教 育制 度、
科学 者の ネ ッ トワー ク等 の国 内環 境
が重 要 な要因.特 に、独 化学産業 の イノペーシ・ンには以下 の社会 的支 援システムあ り、
一6一
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;ぽ:璽灘 灘 ㌶ 惣 出廷 驚;ジニアの
3)政 府研究機関及び企業内R&D活 動の創始
→ 米 ・英 ・日もこの システムを模倣
② 日本企 業 にお けるイ ノベー シ ョンの要 因
・今 日の 日本 の電子 ・機械産 業等:革 新 的 イパ シーョンによ り繁栄 .そ の要 因 は、
1)企 業 内 にお け る「ヨ コ」方 向の コ ミュニ ケ ー シ ョン ・情 報 ネ ッ トワー ク
(商品化 までの リー ドタイ ム短縮 、プ ロセ ス ・製造 技術 の 改善 に寄与)
2)企 業 内 にお ける専門 的研修 の実施(細 か な.:一ズ に適 応)
3)中 央 政府 に よる長期 的 ・戦 略的視 点か らの産 業助 成及 び調 整
4)長 期 ビジ ョン及 び産業 政策 に よる 「技 術融合 」 の促 進 ・助 成
(例:機 械 工業+エ レク トロニ クス → メ カ トロニ クス)
(3)化学 産業 に み るパ ラダ イム変革 と今後 の方 向
・1960年代:大 規 模 フa－ブ助ス関連 の革 新 的イパ シーョン生 起 とこれ に よ る特許 急増
→ 米国等 で はその後特 許件 数鈍 化[表1参 照]:既 存 パ ラ ダイ ムの限 界
・1970-8C年代 のH本:特 許 件数 、大幅 に増加 → 欧米へ の追 い付 き局 面 だ
けでは説 明で きず、 エ レ ク トロニ クス化 、大 規模 生産→ 少量 ・高 付加 価値
製品 の生産 等、 世界 の経済 パ ラダイ ムの変革 に よ る もの.
〈化学 産業 にみ るR&Dの 新 た な方 向 〉
]畷icr◎-electronicsと高付 加価値素 材 の融合 →"ケ ミトロニ クス"の誕生?
、・バ イオ テ クノ 。ヂ へ 噺 た な展 開
→ 伝統を有 しない新参企業に もチャンスあ り.但 し基礎研究力が成功の鍵
・臼本の大手企業:基 礎研究に着手、支援体制を整備.
→ 今後 日本の産業界における基礎研究は急成長か,(米ベル研、IBMの例あ り)
・世界を見渡 し、海外企業と広 く交流 → 日本において も革新的イノベー
ションの土壌醸成され、欧米諸国が日本 に追い付 くのは困難 となろ う。
[※注:本 稿は、当 日の講演骨子を当所にて取 りまとめた ものである.]
一一ー 7一
4。そ の 他/OtherTopics
◎人事 往来/Staff
○第1調査研究グループ 総括上席研究官の林光夫氏が、2月1日付人事で本庁科学
技術振興局研究交流課長へ異動 となった。
○昨年4月より英国サセ ックス大学SPRU(科学政策研究所)にVisitingFellowとし
て派遣 されていた企画課補佐の鈴木貴民が1月末 日帰国 した。
○西独 フラウソホーファ協会ISI(システム・技術革新研究所)へ約3カ月中期在外
研究員 として派遣 されていた井上弘研究員、米国聡F(国立科学財団)へ約1カ月派
遣 されていた鈴木博主任研究官の2人も所期の研究成果を納 めて帰 国 した。
?
ー
◎今後の予定(講演)/UPC◎垣ngEve就s
3/13(月)午後2時 ～4時 「新化学時代の産業展開 と諸問題」
弘岡 正明(住 友化学工業株式会社研究主幹)
/エ7(金)午後3時 ～5時 「今後の経済発展 と科学技術政策」
青木昌彦(京 都大学経済研究所教授)
/23(木)午後2時 ～4時 「大学院制度の弾力化について」
井内慶次郎(前 国立教育会館長)
場所 当研究所2F会 議室
奪科 学 技 術 庁 科 学 技 術 政 策 研 究 所
〒10◎ 東 京 都 千 代 田 区 永 田 町1・-11-・39電話03(581)2391,2392
命NationaiInstituteofScienceandTechnologyI)01icy,
ScienceandTechnologyAgency,Japan
◇ADI)RESS:1-11--39,Nagata-cho,Chiyoda-ku,Tokyo,100
◇PHONE:03(581)2391,2392◇FAX:03(503)3996
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